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1．はじめに 
2018 年 3 月 30 日、企業会計基準委員会（以下：略称の ASBJ とする）より、
企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」および企業会計基準適用
指針第 30 号「収益認識に関する会計基準の適用指針」（以下：併せて収益認識
基準とする）が公表された。原則として、2021 年 4 月 1 日以降開始する事業
年度から適用される。収益認識基準は、損益計算書のトップラインである「売
上高」の計上・開示に関わるものであり、多くの企業に影響を及ぼすものであ
る。 
国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board：IASB）
と米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board：FASB）
は、2002 年 5 月から進めてきた共同プロジェクトにより、文言レベルでほぼ
一致する基準である「顧客との契約から生じる収益」（IASB では、国際財務報
告基準（International Financial Reporting Standards：IFRS）15 号 （以下：
IFRS15）であり、FASB では、Topic606）を 2014 年 5 月に公表している。前
者は 2018 年 1 月 1 日以降開始の事業年度より、後者は 2017 年 12 月 15 日以
降開始の事業年度より適用を開始している。収益認識基準は、企業間の財務諸
表の比較可能性の観点から、原則として IFRS15 の定めを踏襲するとともに、
適用上の課題に対応するために、国際的な比較可能性を大きく損なわせること
がない範囲で、代替的な取扱いを規定する 2 段構えの構成となっている。 
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従来、わが国における割賦販売については、販売基準に代えて、いわゆる割
賦基準といわれる回収基準と回収期限到来基準の採用が認められてきたが、収
益認識基準では、割賦基準が代替的な取扱いとして認められなかった。本稿で
は、収益認識基準の基本的な考え方や規定に触れながら、割賦基準が代替的な
取扱いとして設定されなかった理由を先行研究などからまとめるとともに、基
準の設定において重視されるべき項目について若干の考察を行う。 
 
2．収益認識基準における考え方および概要 
わが国においてはこれまで、収益の認識に関して、企業会計基準第 15 号「工
事契約に関する会計基準」や実務対応報告第 17 号「ソフトウェア取引の収益
の会計処理に関する実務上の取扱い」の適用要件を満たすものについてはその
定めに従い、それ以外については企業会計原則の「売上高は、実現主義の原則
に従い、商品等の販売又は役務の給付によって実現したものに限る（企業会計
原則第二 損益計算書原則三 B）」という、いわゆる実現主義の定めに従って会
計処理が行われてきた。しかしながら昨今、様々に複雑な取引が増えていくこ
とに伴い、複数要素取引（契約）のように一つの取引に複数の要素が含められ
るようになり、抽象的で解釈の幅のある曖昧な基準では対応することが困難と
なっていた。そのため、実現主義の概念を補完する詳細なガイダンスを有する
包括的な会計基準が必要とされた。また、国際的な基準との整合性を図ること
の重要性を鑑み、基本的には IFRS15 をそのまま受け入れる形で基準が作成さ
れることとなった。 
IASB と FASB による収益認識を巡る議論においては、当初、資産や負債の
価値の変動から収益を認識する試みが検討されていた。契約上の権利と義務の
正味として契約資産または契約負債を認識し、契約資産の増加または契約負債
の減少として収益を定義しようとするものである。義務の一部もしくは全部を
履行すれば、未履行の残高が減る分だけ、権利の未行使残高との間に差額が生
じ、それが契約資産を増加（あるいは契約負債を減少）させて収益が認識され
る仕組みである。なお、この仕組みについて重要とされるのは、対価請求権そ
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のものが契約資産となるのではなく、また、履行義務が契約負債となるのでは
なく、資産・負債となるのはあくまでも差額である点である(1)。 
斎藤（2013）では、この仕組みにおいては、契約資産や契約負債の基礎とな
る契約上の権利と義務を、どのような方法で測定しようとするのかが問題とな
ると指摘されている。この契約資産と契約負債とを公正価値評価する場合、契
約と同時に契約資産が認識されて収益が計上されることになりかねない。たと
えば履行義務の市場価格が請け負った価格より低い通常のケースであれば、そ
の差額はただちに契約資産と収益とに反映されるほかはないからである。それ
は意図せざる結果ではなく、公正価値を規準にして企業のパフォーマンスを測
るという、ある意味では避け難い帰結とみたほうがよいとしている。また、そ
のような結果を避けるためには、顧客対価に依拠して履行義務を評価するしか
ないが、そうなると今度は利益の測定が必ずしも資産・負債の評価に依存せず、
稼得過程とあまり変わらない話に舞い戻ってしまう結果となるとしている(2)。 
桜井（2012）においても同様の指摘がなされているが、加えて、収益費用ア
プローチに代わって資産負債アプローチが台頭する原動力となったのは、貸借
対照表のリアリティを回復させる必要性の認識であったのではないかとし、こ
れには、①資産・負債への計上項目の純化、②資産・負債の網羅的計上、およ
び③直観的な価値測定尺度としての時価評価という 3 つの側面があると指摘さ
れている。そのうえで、注意を要するのは、資産負債アプローチとして想定さ
れる具体的な意味内容であり、3 つの側面のうちどこまでを含むものとして考
えるかは、論者によって異なるとして、次のように説明している(3)。 
「最も狭義には、収益・費用に先立って資産・負債の概念が規定されるとい
う定義のレベルで理解することができる。この場合、収益の概念は、資産の増
加または負債の減少に関連づけて定義するのが一般的である。そのようにして
形成された定義が実践適用されると、その影響は第 1 および第 2 の側面にも及
び、収益や費用として認識される項目の範囲やタイミングに変化が生じる。す
なわち資産・負債の変化に先導されて、収益・費用の認識と測定が行われるよ
うになるのである。資産・負債の重視がさらに進行すると、時価ないし公正価
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値で測定した資産・負債の金額に結びつけて、収益・費用が把握されることに
なり、資産負債アプローチの意味内容は最も広義となる。」(4) 
そのうえで、収益認識に関する基準の開発においては、財務報告の目的や会
計情報の質的特性など概念フレームワークの諸要請を参照しつつ、資産負債ア
プローチと収益費用アプローチを相互補完的に組み合わせて役立てるのが賢明
ではないかと示されている(5)。 
最終的に IFRS15 においては、契約上の権利と義務に着目した収益認識を導
入しているものの、契約時の履行義務を顧客との間で取り決めた対価により測
定することとしているため、契約時の権利と義務の正味ポジションは（契約資
産または契約負債）はゼロとなる。これは、IFRS15 と整合性を図った収益認
識基準においても同様である。 
他方で、IFRS15 や収益認識基準においては、約束した財またはサービスの
顧客への移転を、それらと交換に企業が権利を得ると見込む対価の額で描写す
るように収益を認識することを基本原則としている。また、この基本原則に従っ
て収益を認識するために、次の 5 つのステップを適用するとしている。 
ステップ 1：契約の識別 
ステップ 2：履行義務の識別 
ステップ 3：取引価格の算定 
ステップ 4：履行義務への取引価格の配分 
ステップ 5：履行義務の充足による収益の認識 
これらのうち、「認識」はステップ 1,2,5 が、「測定」はステップ 3,4 が該当
している。この基本原則については、伝統的な呼び方を変更しているだけで、
意味するところは従来までの実務と同じ考え方であるとの捉え方がある。すな
わち、既述したように契約上の権利・義務に着目した収益認識における測定額
に顧客対価を用いたことを含め、IFRS15 や収益認識基準は結果的に伝統的な
考え方（収益費用アプローチ）に回帰したとする見方である。しかしながら、
これについては、桜井（2012）が指摘されているように、最も狭義に資産負債
アプローチを適用しているとも捉えることができるだろう。なお、この点につ
いては、橋本・山田（2018）において、IASB ボードメンバーの交替などによ
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り、グローバル・スタンダードを開発する IASB のスタンスにも若干の軌道修
正が図られているとして、資産負債アプローチに関して次のような指摘をされ
ている。 
「例えば、資産・負債アプローチは、資本取引以外による資産・負債の変動
（持分の変動）により利益を捉えるアプローチという従来の解釈（換言すれば、
収益・費用アプローチよりも資産・負債アプローチを重視する立場）から、今
日では、抽象的な収益および費用を資産および負債の変動によって定義するア
プローチと解釈されています。IFRS では、収益および費用は資産および負債
の変動によって定義はされていますが、収益および費用に関する情報は資産お
よび負債が提供する情報と同等に重要であるとも述べられています。また、純
損益計算書に含まれる収益および費用は、企業の当期の財務業績に関する情報
の主要な源泉であると述べられています。」(6) 
会計アプローチについては、上記のように解釈が変化してきている。本来で
あれば、適用される会計アプローチは、単一かつ一貫したものであるべきかと
思われるが、収益費用アプローチによる純利益と資産負債アプローチによる包
括利益が共存している状況を鑑みても、主体となる会計アプローチとして資
産・負債アプローチを設定しつつも、必要性があるならば柔軟な解釈をし、二
者の考え方を限りなく近づけて共存させることも、グローバルな単一の会計基
準を作成していくうえでは重要であるように思われる。 
また、IFRS15 や Topic606、収益認識基準においては、ステップ 5 の履行義
務の充足による収益の認識において、「支配の移転」の概念が導入されている。
たとえば、IFRS15 においては次のように規定されている。 
収益は、約束した財またはサービス（すなわち、資産）を企業が顧客に移転
することにより履行義務を充足した時点で（または履行義務を充足するにつれ
て）認識される。財またはサービスが顧客に移転したか否かは、財またはサー
ビスに対する支配が顧客に移転したか否かで判断することになる（IFRS15.31）。 
ここで、財またはサービスの「支配」とは、財またはサービスの使用を指図
し、その財またはサービスからの残りの便益のほとんどすべてを獲得する能力
をいい、他の企業が財またはサービスの使用を指図して便益を得ることを妨げ
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る能力も含まれる。また、財またはサービスの便益とは、直接または間接に獲
得可能な潜在的キャッシュ・フロー（インフローまたはアウトフローの節減）
であり、その便益を獲得する方法として次のような例が挙げられる
（IFRS15.33）。 
・財の製造またはサービスの提供のための当該資産の使用 
・他の財産の価値を増大させるための当該資産の使用 
・負債の決済または費用の低減のための当該資産の使用 
・当該資産の売却または交換 
・借入金の担保とするための当該資産の担保差入れ 
・当該資産の保有 
なお、顧客が資産に対する支配を獲得しているかどうかを評価する際に、企
業は、当該資産を買い戻す契約を考慮しなければならない（IFRS15.34）。 
また、履行義務の充足パターンには、一時点において生じる場合と、一定期
間にわたって生じる場合の 2 つがある。この識別については、次の 3 要件のう
ちのいずれかに該当する場合には、一定期間にわたる充足と判断し、いずれに
も該当しない場合には、一時点における充足と判断される（IFRS15.35）。 
（a）企業が契約上の義務を履行すると同時に、顧客が便益を享受する。 
（b）企業が契約上の義務を履行することで資産が生じるか、資産の価値が増
加し、その発生または増価と同時に顧客がその資産を支配する。 
（c）企業が契約上の義務を履行することにより、他の用途に転用できない資
産が生じ、かつ、企業が義務の履行を完了した部分について、対価を受領
する強制可能な権利を有している。 
一定の期間にわたり充足される履行義務については、企業の履行義務の充足
を忠実に描写するように進捗度を見積り、その進捗度に基づき収益が認識され
ることになる。たとえば、従来まで「工事契約に関する会計基準」によって会
計処理されてきた顧客の所有する土地に建物を建設する場合、上記の（b）に
該当し、企業が工事を行うにつれて顧客が支配する資産を（建物）の創出や価
値の増加が生じるため、一定期間にわたり充足される履行義務として会計処理
される。この点については、厳密に「支配の移転」を適用しようとするならば、
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請負工事では完成しないと義務を履行したことにはならないという見方もある。
確かに厳密にはそのように言えるものの、従来でいう工事進行基準に該当する
会計処理を引き続き適用できるようにしてほしいという要望は大きく、完成基
準のみの適用は反発が大きかったとされる。この点に関しては、IASB は、所
有に伴うリスクと経済価値が顧客に移転したか否かを判断するのは容易ではな
いため、支配に基づくモデルを適用することにより、収益認識の時期に関する
決定がより首尾一貫したものとなると考えているとの分析がある(7)。すなわち、
「支配の移転」であるならば、一時点での移転だけでなく、連続的移転もあると
いうことであろう。リースにおける使用権という考え方の導入と同様に、収益
に関する包括的な単一の会計基準を定めるためには、「支配の移転」という考え
方は必要不可欠であったともいえるのではないだろうか。また、収益認識基準
においては、「支配の移転」をより厳密に適用できるように、次のような代替的
な取扱いも定めて補完している。工事契約ならびに受注制作のソフトウェアに
ついて、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる
時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せずに、
完全に履行義務を充足した時点で収益を認識することができるとしている（適
用指針 95 項および 96 項）。 
 
3．割賦販売についての検討 
ASBJ は、2016 年 2 月 4 日（改訂が 4 月 22 日に行われている）に、収益認
識に関する包括的な会計基準の開発についての意見募集を行った。割賦販売の
場合、履行義務は一時点で充足されるものとして扱われるため、販売時点です
べての収益が認識され、割賦基準（回収基準・回収期限到来基準）による収益
認識が認められないことになるが、寄せられた意見の中には、割賦販売におい
ては、引き続き割賦基準にて収益認識を行うことができるよう要望する内容が
次のようにみられた。 
要望においては、割賦基準を採用すべき理由について、企業会計原則注解の
注 6（4）の「割賦販売については、商品等を引渡した日をもって売上収益の実
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現の日とする。しかし、割賦販売は通常の販売と異なり、その代金回収の期間
が長期にわたり、かつ、分割払であることから代金回収上の危険率が高いので、
貸倒引当金及び代金回収費、アフター・サービス費等の引当金の計上について
特別の配慮を要するが、その算定に当っては、不確実性と煩雑さを伴う場合が
多い。従って、収益の認識を慎重に行うため販売基準に代えて、割賦金の回収
期限の到来の日又は入金の日をもって売上収益実現の日とすることも認められ
る。」という日本基準が割賦販売において割賦基準の採用を認めた理由について
の規定が取り上げている。そのうえで、IFRS15 における収益認識は、従来ま
での IFRS における収益認識と基本的な考え方は変更のないものであり、日本
基準よりも IFRS のほうが収益認識は保守的ないし慎重に行われるとして、通
常の販売取引と割賦販売取引の性質の違いに鑑みれば、割賦基準による収益を
認めることは、IFRS15 の考え方に妥当するのではないかとしている。また、
販売時点ですべての収益が認識される場合、業務を見直す必要性が生じ、シス
テム改修や関連企業との折衝、各プロセスの見直し等、実務に与える影響は重
大かつ広範にわたるものになるとしている(8)。わが国においては、従来まで割
賦基準が採用されていたことを考えると、上記のような指摘が出てくることは
当然のことであろうと思われる。しかしながら、一方で、従来までも割賦基準
は例外的な取扱いとして認められてきたものであるのも事実である。 
高須（2009）では、企業会計原則における収益認識に関する一般原則を抽出
するとともに、企業会計原則が割賦販売において例外的取扱いを容認している
ことの合理性について検討されている。既述したように、従来のわが国におけ
る収益認識は、実現主義（販売基準）を原則的取扱いとしているが、まず、発
生主義、実現主義（販売基準）、現金基準について、利益情報の信頼性という観
点からは実現主義（販売基準）(9)が、利益情報の目的適合性(10)という観点から
は発生主義が最も優れた収益認識時点（収益認識基準）であることを明らかに
している。そのうえで、信頼性の観点からみた場合と目的適合性の観点からみ
た場合にはトレード・オフ関係が存在しているが、企業会計原則が利害調整機
能を重視していることから、信頼性が目的適合性よりも上位に位置するため、
実現主義（販売基準）が最適な収益認識基準となるとしている。次に、発生主
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義が最適な収益認識基準となるためには、①販売相手が特定できること（相対
取引）、②販売価格が確定されていることという 2 つの条件を満たす必要があ
ること、また、現金基準が最適な収益認識基準となるためには、①販売相手が
特定できないこと（市場取引）、②貸倒リスクが不明であることという 2 つの
条件を満たす必要があることを明らかにしている。それにより、企業会計原則
が原則的取扱いとして実現基準（販売基準）を採用しているのは、原則として
商品販売時点において収益認識における「客観性」と「確定性」が満たされる
のに対して、商品販売時点以外（商品購入時点または売掛債権回収時点）にお
いて収益認識における「客観性」と「確定性」が満たされる場合があることを
認識していることによるものではないかとしている。すなわち、割賦販売のこ
とでいえば、現金受領時点で「客観性」や「確定性」が満たされることがある
ということを示されている。そのうえでさらに、回収基準の対照勘定法と未実
現利益控除法について、その会計処理の整合性について検討されている。対照
勘定法については、販売形態として分割払いが行われているのにもかかわらず、
分割販売の擬制を行っている点について、また、未実現利益控除法については、
最初に割賦販売を販売取引とみて収益認識を行っているにもかかわらず、決算
時に当該利益の一部を未実現利益とする会計処理には整合性がないという点に
ついて、問題を指摘されている。そして結果的には、割賦販売を「販売取引」
とみる限り、販売基準に基づく原則的な取扱いのみが整合性のある会計処理を
行うことが可能であり、回収基準の対照勘定法や未実現利益控除法では整合性
のある会計処理とはいえないとしている。しかしその一方で、割賦販売を「賃
貸借（リース）」とみる場合には、対照勘定法の会計処理方法が整合性のあるも
のとなること、また、割賦販売を「資金貸付取引」とみる場合には、未実現利
益控除法の会計処理が整合性のあるものとなることを明らかにされている。す
なわち、割賦販売を「販売取引」という行為を示す会計処理として整合性のあ
るものとするためには販売基準のみが認められるのであって、現金主義である
回収基準の会計処理を用いる場合には、「役務給付取引」とみなければ整合性の
ある会計処理ということにはならないということを示されている(11)。 
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さらに割賦基準を代替的な取扱いとして設けなかったことについては、次の
ような指摘がある。桜井（2012）では、支配の移転による収益認識が導入され
たことにより、顧客への支配の移転に着目するのであるから、対価回収の不確
実性や長期性を根拠とする回収基準は認められないことが示されている(12)。ま
た、小野・橋本（2018）の対談の中では、ASBJ 委員長（2014 年 4 月～2019
年 3 月）の小野氏が「割賦基準やポイント引当金は、代替的な取扱いを検討し
てほしいという依頼がありましたが、国際的な比較可能性や実務上のニーズの
強さを踏まえて、特段、代替的な取扱いは設けていません」と述べられ、また、
橋本教授は「割賦販売については、結局、一義的に収益の認識時点が決まると
いう面からいうと、一つの取引形態なのに三つの時点で OK というのは比較可
能性の問題があるので、これはやはり販売時点に統一したほうがよいと思いま
す」とコメントされている(13)。 
また、米山（2018）では次のように推察されている。 
「顧客に対する履行義務は商品・製品の引き渡しによって履行済みとなる以
上、収益の認識をそれ以上遅らせる理屈は見出せない、というのが「資産負債
観に適う収益認識」なのであろう。割賦販売において企業は顧客に対し、商品・
製品を引渡す義務と、販売代金相当額を融資する義務を負う。両者は独立した
ものであるから、後者の履行義務に係る収益は全社に係るものから切り離し、
時の経過とともに認識される、というのが新基準の考え方と推察される。」(14) 
そのうえで、従来の割賦基準は「製品の販売と代金回収とは密接不可分に結
びついている」という事実認識のもとで、実現などの基本原則を適用した結果
とみることができるが、「販売プロセスと代金回収プロセスとは独立している」
という事実認識のもとでは、「収益認識に係る伝統的な基本原則」を適用しても、
割賦基準が望ましいという結論が導かれる保証はないと指摘されている(15)。 
そもそも各期の収益というのは、事業収入を事業のリスクから解放された期
間に帰属させたものである。事業投資は事業のアウトプットである商品・製品
やサービスを販売した対価の収入を期待したものであるから、販売によってそ
のキャッシュフローが確定すれば事業のリスクは消滅する。しかし、それが具
体的にその過程のどこになるかは、事業の性質によって異なるため、それを決
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めるのが収益認識の問題とされる。事業のリスクといっても、受注から納品を
経て代金回収に至る販売プロセスには、販売そのものにかかわるビジネス（事
業）リスクと、販売代金の回収リスクという、そもそも異なる性質の 2 つのリ
スクが存在している(16)。後者のリスクには貸倒引当金の設定などで対応するわ
けであるが、割賦販売の場合、回収期間が長期にわたるためリスクが通常より
も大きくなり、貸倒引当金では不十分であることから、「客観性」や「確定性」
が満たされるのが代金回収時点になるとして、現金主義の会計処理が認められ
てきた。しかしながら、指摘があったように、割賦販売は代金の回収が一定期
間にわたるというものであって、あくまでも販売時点は一つである。また、そ
の会計処理は「販売取引」としては整合性のあるものとはいえない例外的なも
のである（従来のわが国の割賦販売の会計処理においても、販売基準が原則と
されてきた）。さらに、国際的にも割賦基準は認められていないため、比較可能
性の観点からも統一を図る必要性があることなどから、割賦基準は代替的な取
扱いとしても設定されなかったといえる。 
 
4．むすびにかえて―基準の設定において重視される項目とは― 
収益認識基準は、IFRS15 を踏襲しているため、①原則主義（プリンシプル・
ベース）、②比較可能性の重視、③シンプルな本体と豊富な注記といった IFRS
の特徴を持った基準であるといえるだろう。IASB と FASB による収益認識プ
ロジェクトにおける基準作成には、10 年以上の歳月がかかったことからも推測
できるように、紆余曲折あったことが示されている。しかしながら、最終的に
は IFRS15 と Topic606 は文言レベルで一致し、わが国の収益認識基準につい
ても、日本企業の実務に配慮して、代替的な取扱いをしても影響がないとみら
れるもの以外は、IFRS15 の内容を原則として踏襲したものとなっている。そ
こには、上述した資産負債アプローチの解釈に変化がみられるように、質の高
い、透明で、比較可能な会計基準を各国の国内会計基準設定機関との協調のも
とに設定するという構想の中で、IASB と FASB を中心として、各国の基準設
定主体がそれぞれに指導力を発揮したことにより、IFRS の特徴にも変化がみ
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られるようになったことが大きいのではないかと思われる。たとえば、測定に
関しても、IFRS の特徴とされた公正価値測定の項目は拡大しつつも、混合属
性測定モデルが今日では一般的な見解となっている(17)。 
一方で、国際的な会計基準の作成が世界的な共同作業となっている今日にお
いては、現在も IFRS の特徴として残っている上記①から③については、国際
的協調による単一の会計基準を設定するうえで、逆を言えば必要不可欠な項目
といえるのではないだろうか。IASB の概念フレームワークは、2018 年 3 月に
新しいフレームワーク（以下：新フレームワーク）が公表されている。新フレー
ムワークは、これまでの「2010 年フレームワーク」を刷新し、一般目的財務報
告の目的およびその基礎的な概念を新たな構成と内容で規定されたものになっ
ており、今後の基準の開発や実務にも影響が大きいとされる。有用な財務情報
の基本的な質的特性（基本的質的特性(18)・補強的質的特性(19)）については、基
本的には 2010 年フレームワークを踏襲している。IFRS の特徴でもある比較可
能性は、有用な財務情報の補強的質的特性の 1 つとしても取り上げられており、
特性の内容としては、他企業または同一企業の別時点との比較が可能である情
報であることが示されている。本稿で取り上げた割賦販売については、既述の
ように、代金回収のリスクが通常のケースよりも大きく、また、貸倒れのリス
クの見積りが困難であるということが、わが国において例外的な規定を認めて
きた理由とされてきた。これを販売時点でのみ、履行義務が充足されて収益が
認識されるということに変更となるのは、影響は大きいだろう。また、割賦基
準（回収基準・回収期限到来基準）は、現金主義によるものなので、収益を早
く計上し過ぎてしまうこともないという利点もある。しかしながら、そうした
理由以上に、3 つの時点の収益認識が企業間の比較可能性に影響を及ぼすこと
が懸念されたのであろう。収益認識基準の場合には、企業の営業成績で最も重
要とされるトップラインである収益の比較可能性を担保するために、企業間比
較だけでなくグローバルベースでも比較可能にするために、IFRS15 の基準を
そのまま取り入れる方法を採っているということもあるが(20)、比較可能性や原
則主義が包括的な基準を作成していくためには重要なものであることを改めて
示しているといえるのではないだろうか。なお、割賦販売については、商品・
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製品を引き渡す義務と、販売代金相当額を融資する義務に分けられ、後者の義
務に係る収益は時の経過とともに認識されることになるが(21)、これはむしろ
「販売取引」を忠実に表すことになる。すなわち、経済的事象の実質を忠実に表
現しているということであり、財務諸表の有用性を高めることにつながるもの
と思われる。 
 
 
 
注 
(1) 斎藤 2013、244 頁；桜井 2012、33 頁。 
(2) 斎藤 2013、244-245,249 頁。 
(3) 桜井 2012、31 頁。 
(4) 桜井 2012、32 頁。 
(5) 桜井 2012、37 頁。 
(6) 橋本・山田 2018、40 頁。 
(7) あずさ監査法人 IFRS アドバイザリー室 2018、71 頁。 
(8) トヨタ自動車販売店協会 2016 を参照。 
(9) 一般的な企業の信用取引においては、貸倒高を信頼性を持って予測することが可
能であるため、実現主義（販売基準）≒現金基準としている（高須 2009、75 頁）。 
(10) 商品売買に関する取引（商品購入取引、商品販売取引、売掛債権回収取引）のう
ちどの取引が利益獲得に最も寄与しているかという点。かかる点からみると、利
益獲得の可能性を有する商品を購入する活動の寄与が最も大きく、その利益稼得
可能性を実現する商品を販売する活動がそれに次ぐものといえるとしている（高
須 2009、75-76 頁）。 
(11) 高須 2009、71-82 頁。 
(12) 桜井 2012、35 頁。 
(13) 小野・橋本 2018、20 頁。 
(14) 米山 2018、44 頁。 
(15) 米山 2018、44 頁。 
(16) 斎藤 2016、92-93 頁。 
(17) 橋本・山田 2018、40 頁；橋本 1999、68-69,77-78 頁。 
(18) 財務情報が有用であるために兼ね備えなければならない特性をいい、「目的適合
性」と「忠実な表現」からなる。いずれかが欠けた場合でも、財務情報は有用な
ものとはならない。 
(19) 2 つの基本的質的特性をともに満たす場合に、情報の有用性を高める要素として
機能する特性をいい、「比較可能性」、「検証可能性」、「適時性」、「理解可能性」
の 4 つがあげられている。 
(20) 小野・橋本 2018、11 頁。 
(21) 米山 2018、44 頁。 
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